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 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
電子入札システムにより入札を予定している
者は、電子入札システムの登録文書一覧から
入札説明書等をダウンロードし必要な情報を
入手すること。
なお、やむを得ない事情等により紙入札方
式により入札を予定している者等には下記
ア～ウにより交付する。
ア 交付期間：令和２年６月12日から令和２
年７月27日まで（休日を除く。）の午前９時
から午後５時まで。
イ 交付場所：〒3808575 長野県長野市大
字栗田715番地５ 中部森林管理局治山課
（３階）課長補佐 ＩＰ電話0503160
6554 ＮＴＴ電話0262362640
ウ 方法：上記イの場所において配布する。
なお、電子データを記録できる記録媒体（Ｃ
ＤＲ未使用で密封されたもの）を持参す
ること。

 入札及び開札の日時、場所及び提出方法
入札書は、電子入札システムにより提出する
こと。ただし、やむを得ない事情により事前
に紙入札方式の承諾を得た者は、紙により持
参又は郵送等で提出すること。なお、日時を
変更する場合もある。日時を変更する場合は、
電子入札システム又は競争参加資格確認通知
書により変更日時を通知する。
ア 電子入札システムによる入札の締切は、
令和２年７月31日13時15分とする。
イ 紙入札方式により入札する場合の締切
は、令和２年７月31日13時15分までに５
まで持参又は郵送等すること。
ウ 開札は、令和２年７月31日13時30分に中
部森林管理局入札室にて行う。
エ 紙入札方式による競争入札の執行に当
たっては、支出負担行為担当官により競争
参加資格があると確認された旨の通知書の
写し及び委任状がある場合は委任状を持参
すること。

６ 暴力団排除に関する誓約事項については、入
札説明書に明記している。
７ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 免除。
イ 契約保証金 納付（保管金の取扱店日本
銀行長野代理店）ただし、以下の条件を満
たすことにより契約保証金の納付に代える
ことができる。
 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行長野代理店）
 金融機関又は保証事業会社（公共工事
の前払金保証事業に関する法律（昭和27
年法律第184号）第２条第４項に規定す
る保証会社をいう。）の保証（取扱官庁
中部森林管理局）
また、公共工事履行保証証券による保
証を付した場合又は履行保証保険契約の
締結を行った場合には、契約保証金の納
付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、技術提案書等に虚偽
の記載をした者が行った入札及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、
支出負担行為担当官から競争参加資格のある
ことを確認された者であっても、開札の時に
おいて上記２に掲げる資格がない場合は、競
争参加資格のない者に該当する。
 契約書作成の要否 要。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５のに同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加
上記２のに掲げる一般競争参加資格の認
定を受けていない者も上記３のにより技術
提案書等を提出することができるが、競争に
参加するためには、開札の時において、当該
資格の認定を受け、かつ競争参加資格の確認
を受けなければならない。
 技術提案書等の内容のヒアリング 技術提
案書等の内容についてのヒアリングは原則と
して行わない。なお、ヒアリング実施の必要
が生じた場合は別途通知する。
 技術提案書に基づく技術提案の採否 技術
提案書に基づく技術提案の採否については、
電子入札システム又は競争参加資格確認通知
書をもって通知する。

 本業務は、入札を電子入札システムで行う
ものであり、詳細については、入札説明書及
び電子入札システム運用基準（平成16年７月
林野庁）による。
 技術提案の履行確実性を評価するために、
技術提案に関するヒアリングとは別に、技術
提案の履行確実性に関するヒアリングを実施
するとともに、技術提案書とは別に追加資料
の提出を求める場合がある。
なお、ヒアリングに応じない者及び追加資
料を提出しない者が行った入札は、入札に関
する条件に違反した入札として無効とする。
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年６月 11 日

支出負担行為担当官
四国地方整備局長 小林 稔

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37
１ 調達内容
 品目分類番号 15
 購入等件名及び数量 令和２年度 那賀川
水系外危機管理型水位計製造 一式（電子入
札対象案件）

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和３年１月31日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和１・２・３年度（平成31・32・33年度）
国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤ等級に格付けされた四国地域の競争
参加資格を有する者（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成11
年法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開始
の決定後、「競争参加者の資格に関する公示」
（令和２年３月31日付官報）に基づく再申請
の手続きを行った者を含む。）であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（競争
参加者の資格に関する公示に基づく再申請の
手続きを行った者を除く。）でないこと。
 平成22年度以降に、次項に掲げるとおり当
該製造物品と同等の物品に係る製造、納入の
実績があることを証明した者であること。
ア．同等の物品とは、河川等における水位計
装置とする。

８ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YOSHIMURA Hiroshi,

Director General of Chubu Regional Forest

Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Geologi‑

cal survey (Takinamidani, Itadorigawa

area, Gifu District Forest Office)

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 P.M., 8 July 2020

 Time limit for the submission of electron‑

ic tender : 1 : 15 P.M., 31 July 2020 for sub‑

mission by hand : 1 : 15 P.M., 31 July 2020

 Contact point for tender documentation :

Disbursements Section, Accounting Divi‑

sion, Chubu Regional Forest Office, 7155
Kurita Nagano city Nagano prefecture

3808575 Japan. TEL 0262362640
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